
 

 

（令和５年 11月２日閣議決定） 
デフレ完全脱却のための総合経済対策 ～日本経済の新たなステージにむけて～ 

参考資料 

定額減税・低所得世帯支援の制度概要（閣議決定資料抜粋） 

1



定額減税・低所得世帯支援の制度概要（イメージ）
支援額
または
税 額

４万円

０(非課税)

10万円

4人家族の場合
所得税 12万円(@3万円×4人)
住民税 4万円(@1万円×4人)
計 16万円

年収
(給与年収例)
モデル：４人家族（夫・専業主婦・中学生１人・高校生１人）
所得控除＝基礎、配偶者、扶養、社保(年収×15％)で算出

558万円271万円255万円240万円

12万円

9.75万円

290万円 593万円

３万円

住民税所得割額

1世帯10万円

既実施分３万円
＋

追加支援７万円

5％所得税率 10％

令和５年度 令和６年６月～

所得税額

令和５年10月26日 政府与党政策懇談会
令和５年11月２日 閣議決定 を基に作成

ｸﾞﾙｰﾌﾟⅢ
所得税＜12万円

住民税所得割＜４万円
（減税＋給付金（詳細不明））

※所得税減税の不足額は
R7住民税より控除

ｸﾞﾙｰﾌﾟⅣ
12万円＜所得税
4万円＜住民税
（減税）

ｸﾞﾙｰﾌﾟⅡ
①R５年度

住民税均等割のみ課税
＋

②R6年度新たに住民税
非課税

（給付金）

ｸﾞﾙｰﾌﾟⅠ
R５年度住民税非課税

（給付金）

同水準の支援

低所得者の子育て世帯（給付金）
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地方自治体において新たに求められる対応
令和５年10月26日 政府与党政策懇談会
令和５年11月２日 閣議決定

システム改修（必須）

○６年度住民税算定における定額減税の処理【グループⅢ・Ⅳ】(令和６年６月～実施) ←平成10年度定額減税で実績あり

○６年分所得税減税不足額の７年度住民税からの控除【グループⅢ】(令和７年６月～実施) ←前例なし

・６年分所得税額及び所得税減税不足額情報の取込
・７年度住民税算定における６年分所得税減税不足分の減税処理

に示されている内容より、以下の対応を想定

【参考】平成10年度定額減税の概要
・所得税（本人＠3.8万円／家族＠1.9万円）と住民税（本人＠1.7万円／家族＠0.85万円）を減税
・所得税と住民税は各々で減税
・税額＜減税額により減税不足額が生じても特段の措置はない
・平成10年１月31日改正法公布
・納期限を１か月後倒し（普徴徴収６→７月末／給与特別徴収６→７月引去り開始）
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R５.12
税制改正大綱

R６.４末
税額決定

各
種
テ
ス
ト

設
計

契
約
手
続

仕
様
確
定

システム改修

R６.６
減税開始

R6.3末
システム改修完了

【想定スケジュール】

R6.1末
地方税法改正案

３ヵ月 ２週間～１ヵ月

発
送

納
税
通
知
書

（
減
税
項
目
追
加
）

＋

令
和
７
年
度
の
案
内

通知書等発送準備

１ヵ月
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